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会社の体制および方針 

 

（１）業務の適正を確保するための体制 

当社は、2021 年６月 18 日開催の取締役会において、当社グループの業務の適正を確保するための内部統制システムの

整備に関する基本方針について、以下のとおり決議しております。 

   

１．当社グループの取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①当社は、法令遵守及び企業倫理について定めた「デクセリアルズグループ行動規範」を定め、当社及び子会社（以

下、「当社グループ」という）の全社員に対し周知するとともに、必要に応じて研修等を実施することにより理解を

深めるものとする。 

②当社グループは、法令上疑義のある行為等について社員が直接情報提供を行う手段として「デクセリアルズ内部通

報制度」を運用する。なお、本制度により通報を行った社員に対して、一切の不利益的取扱を行うことを禁止す

る。 

③当社は、当社グループにおける法令遵守状況について、内部監査等を通じ適宜確認することにより、グループ全体

としてのコンプライアンス体制の確立に努めるものとする。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役会をはじめとした各種重要会議に関する資料は、法令及び社内規程に基づき適切に保存、管理を行うとともに、

取締役が、常時、これらの資料等を閲覧できる環境を整備する。 

 

３．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①当社は、リスク管理に関する規程に基づきリスクマネジメント委員会を設置し、当社グループにおけるリスクにつ

いて情報の把握、管理に努めるものとする。 

②リスクが顕在化した場合は、当社が定める情報伝達ルールに従い、リスクマネジメント委員会へ報告の上、執行役

員会において対応を協議する。 

③当社グループに重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクについては、取締役会に報告する。 

 

４．当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①当社は執行役員制度を導入し、執行役員へ権限を委譲することで、迅速な意思決定が可能な体制とする。 

②取締役会は社員が共有する全社的な目標を決議し、各事業部、部門の担当役員は、その目標達成のために、具体的

目標及び権限分配等を含めた効率的な達成の方法を定める。また、上記の目標に対する進捗について、取締役会に

おける業績報告等を通じ、定期的に検証を行う。 

③当社は、当社グループとしての経営方針、事業戦略を策定し、子会社に対し周知する。 

 

５．当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

①当社の子会社は、当社が策定する子会社管理に関する規程で定める内容について、適宜当社へ報告を行うものとす

る。 

②当社の内部監査部門は、子会社に対する内部監査を適宜実施し、その監査結果について監査等委員会に対し報告を

行うものとする。 

③当社は、必要に応じ子会社に対し役員を派遣することにより、子会社における情報が適宜当社へ共有される体制を

構築する。 

④当社は、子会社の自主性を尊重しつつ、当社グループ経営を適切かつ効率的に運用するため、子会社における重要

事項の決定に際し、子会社との間で事前の協議を行う。 

 

６．監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使用人の取

締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に

関する事項 

①監査等委員会監査の実効性を高め、かつ監査業務を円滑に遂行するため、当社の内部監査部門は、監査等委員会の指

揮命令に従い、監査業務を遂行する。なお、内部監査部門に所属する社員は、監査等委員会の職務を補助すべき使用

人とし、職務の遂行にあたっては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及びその業務執行組織の指揮命令を受
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けないものとする。  

②当社の内部監査部門は、監査実施の結果を監査等委員会へ報告する。また、監査等委員会は、必要に応じ、内部監査

部門による監査結果を取締役会に報告するものとする。  

③当社の内部監査部門に所属する社員の任命・異動等の決定にあたっては、監査等委員会の同意を得るものとする。 

 

７．当社グループの取締役等及び使用人が当社の監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関す

る体制 

①当社の監査等委員は、会社経営上の重要会議に出席し意見を述べることができる。また、当社グループの取締役等

に対し、監査上必要な経理書類、決裁申請書類等の内容について閲覧を求めることができる。 

②当社の内部監査部門は、当社グループにおける内部監査の実施状況を監査等委員会に報告するものとする。 

③当社の子会社の取締役等は、適宜、当社の監査等委員会に対し、経営状況等について報告するものとする。 

④「デクセリアルズ内部通報制度」による通報状況及び内容、社内不祥事、法令違反事案のうち重要なものは、監査

等委員会へ報告するものとする。 

⑤当社の子会社の監査担当役員等は、当社グループにおける内部監査の実施状況を、適宜、監査等委員会に報告する

ものとする。  

⑥当社グループの取締役及び社員並びに当社子会社の監査担当役員は、法令違反又はその可能性のある事実を発見し

た場合並びに当社グループに著しい損害を及ぼす可能性のある事実を発見した場合には、直ちに監査等委員会に報

告するものとする。 

なお、監査等委員会への報告にあたっては、報告者に対して一切の不利益的取扱を行うことを禁止する。 

 

８．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債

務の処理に係る方針に関する事項 

①監査に係る費用については、年度予算を策定した上で、監査等委員の承認を得るものとする。 

②監査等委員が監査の実施のために弁護士、公認会計士その他の社外の専門家に対して助言を求める又は調査、鑑定そ

の他の事務を委託するなど所要の費用を請求するときは、当該請求にかかる費用が監査等委員の職務の執行に必要で

ないと認められる場合を除き、これを拒むことができない。 

 

９．その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①監査等委員会は、実効的な監査の実施のため、定期的に代表取締役との意見交換会を開催するものとする。  

②監査等委員会は、連携強化のため、定期的に会計監査人との意見交換会を開催するものとする。 

 

前記の基本方針に基づき構築した内部統制システムについて、当事業年度における主な運用状況は以下のとおりでありま

す。 

 

１．コンプライアンス体制 

当社は、毎年 10月を「コンプライアンス月間」として設定し、グループ全体で法令や社会規範の遵守ならびに当社グ

ループの経営理念や行動規範の実践に関する啓蒙活動を実施することで、社内のコンプライアンス意識の向上を図って

おります。 

デクセリアルズグループ行動規範に定められた行動指針を元に、コンプライアンス、インサイダー取引防止、情報セキ

ュリティ等をテーマに多言語の研修資料を作成しグループ全社員に教育を実施すると共に、社員に向けて法令解説・コ

ンプライアンスニュースなどの継続的な情報発信を行いました。 

 

２．リスク管理体制 

当社は、グループ全体のリスクを横断的に管理する機関としてリスクマネジメント委員会を設置しておりますが、当事

業年度においては２回開催し、リスクの内容により組織された各分科会が行った定期的なリスク調査の結果報告に基づき、

当社グループを取り巻くリスクに関して分析・評価を行いました。 

なお、各分科会が行ったリスクの検討結果については、執行役員会に月次で報告を行った上で、各リスクに対する特別

な対応の要否につき適宜検討いたしました。 
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３．子会社管理体制 

当社グループは、当社が定める社内ルールに基づき、子会社における意思決定に際して、グループ経営における重要度

に応じ、当社と子会社との間で事前協議を行っております。 

また、全ての海外子会社に対しては、当社の役職員を役員として派遣しており、加えて、社内ルールに基づき、月次で

の経営状況報告を求めております。これらにより、グループ全体における経営上の問題点について迅速な把握が可能とな

るよう努めております。 

 

４．内部監査 
当社の内部監査部門は、リスクマネジメント委員会において当事業年度における重要リスクとして設定された各項    

目をはじめとして、経営上の課題として認識される事項に関して、監査等委員会において監査計画、監査報告の確認を行

い、監査活動を実施しております。具体的には、監査の効果的、効率的な実施に努め、当社及び当社グループ会社に対し

内部統制システムの整備、コンプライアンス、リスク管理体制の遵守、整備状況を監査するとともに、内部監査の結果に

ついては、監査等委員会へ報告することとしております。その上で、内部監査部門は、代表取締役及び被監査部門に対し

監査結果を周知の上、改善が必要な内容については、改善実施状況及び結果を確認することとしております。 

 

５．監査担当部門の連携 

当社の監査等委員会、会計監査人、内部監査部門は、監査実務の効率化のため相互の連携強化が重要と考えており、そ

のため、それぞれを構成員とする三様監査会を定期的に開催しております。当事業年度においては４回開催し、監査上の

問題点に関し情報共有を行いました。 

また、上記のほか、当社常勤監査等委員、子会社における監査担当役員、内部監査部門を構成員とする子会社監査連絡

会を適宜開催しております。当事業年度においては３回開催し、効果的かつ効率的な監査の実施のための方法等に関し意

見交換を行いました。 

 

（２）剰余金の配当等の決定に関する方針 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を最も重要な経営課題のひとつと位置づけており、成長投資による企業価値向上

が株主共通の利益という認識の下、中期経営計画 2028「進化の実現」のなかで策定したキャピタル・アロケーションおよ

び資本政策に基づき、積極的な成長投資と適正な利益配分を実施し、持続的成長と高水準の還元の両立を図ります。 

具体的には以下の通りです。 

・中期経営計画期間（５年間累計）を通じて、総還元性向（注）60％を目途とします。 

・各期の現金配当額については、連結配当性向 40％を目途とし、かつ、DOE７％以上とする、長期安定的な配当の実現

を目指します。 

・自己株式の取得については、財務状況や株価水準、キャッシュポジション等を総合的に勘案して、機動的に実施しま

す。なお、取得した自己株式は、インセンティブ目的の取得を除き、原則消却します。 

剰余金の配当については、中間配当と期末配当の年２回を基本的な方針としております。当社は会社法第 459条第１項

の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うことができる旨を定めておりますが、期末配当については

株主総会での決議を予定しております。 

 
 
（注）親会社の所有者に帰属する当期利益に対する総還元性向 

＝ 
総還元額（年間配当金総額＋インセンティブ目的の取得を除く自己株式取得総額） 

×100 
親会社の所有者に帰属する当期利益 

 

 

以 上 

 

 



（単位：百万円）

当期首残高 16,262 19,526 64,442 △ 4,727

　当期利益 28,009

　その他包括利益

当期包括利益合計 － － 28,009 －

  自己株式の取得 △ 28 △ 5,992

　配当金 △ 10,283

　株式報酬取引 △ 165 1,023

　自己株式の消却 △ 4,585 4,585

　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替 84

所有者との取引額等合計 － △ 194 △ 14,783 △ 383

当期末残高 16,262 19,331 77,667 △ 5,110

当期首残高 6 0 12 △ 1 394 412 95,915

　当期利益 － 28,009

　その他包括利益 △ 18 86 △ 52 6 864 887 887

当期包括利益合計 △ 18 86 △ 52 6 864 887 28,896

  自己株式の取得 － △ 6,020

　配当金 － △ 10,283

　株式報酬取引 － 858

　自己株式の消却 － －

　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替 △ 86 △ 86 △ 1

所有者との取引額等合計 － △ 86 － － － △ 86 △ 15,447

当期末残高 △ 12 △ 0 △ 39 5 1,259 1,212 109,363

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定するものと
して指定した
資本性金融商
品の公正価値
の 純 変 動 額

確定給付制度
の 再 測 定

キャッシュ・
フ ロ ー ・
ヘ ッ ジ

ヘッジコスト

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式

親会社の所有者に帰属する持分

連結持分変動計算書
（ 2025年　 ４月 １日から

　     2026年　 ３月 31日まで　）

在外営業活動
体の換算差額

その他の資本
の 公 正 要 素
合 計

合 計

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

そ の 他 の 資 本 の 構 成 要 素

  ４
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連 結 注 記 表 

 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等） 

１．連結計算書類の作成基準  

当社および連結子会社（以下、「当社グループ」という。)の連結計算書類は、会社計算規則第 120条第１項の規定によ

り、国際財務報告基準（以下、「IFRS」という。）に準拠して作成しております。ただし、連結計算書類は同項後段の規定

により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。 

 

２．連結の範囲に関する事項  

（１）連結子会社の数および主要な連結子会社の名称 

① 連結子会社の数     ９社 

② 主要な連結子会社の名称 

Dexerials America Corporation 

Dexerials (Suzhou) Co., Ltd. 

デクセリアルズ フォトニクス ソリューションズ株式会社 

 

３．持分法の適用に関する事項  

（１）持分法を適用する関連会社の数および主要な関連会社の名称 

① 持分法適用関連会社の数     ７社 

② 主要な持分法適用関連会社の名称  

RESTAR DEXERIALS HONG KONG LIMITED 

RESTAR DEXERIALS KOREA CORPORATION 

RESTAR DEXERIALS TAIWAN CORPORATION 

SemsoTec GmbH 

SemsoTec Engineering Services and Products GmbH 

 

 

４．重要性がある会計方針  

（１）連結の基礎 

① 連結子会社 

連結子会社とは、当社グループにより支配されている企業であります。当社グループがある企業への関与により

生じる変動リターンに対するエクスポージャーまたは権利を有し、かつ、当該企業に対するパワーにより当該リタ

ーンに影響を及ぼす能力を有している場合に、当社グループは当該企業を支配していると判断しております。 

連結子会社の計算書類は、当社グループが支配を獲得した日から支配を喪失する日まで、連結の対象に含めてお

ります。連結子会社が適用する会計方針が当社グループの適用する会計方針と異なる場合には、必要に応じて当該

連結子会社の計算書類に調整を加えております。当社グループ間の債権債務残高および内部取引高、ならびに当社

グループ間の取引から発生した未実現損益は、連結計算書類の作成に際して消去しております。 

連結子会社持分を一部処分した際、支配が継続する場合には、資本取引として会計処理しております。非支配持

分の調整額と対価の公正価値との差額は、親会社の所有者に帰属する持分として資本に直接認識しております。支

配を喪失した場合には、支配の喪失から生じた利得または損失は純損益で認識しております。 
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② 関連会社 

関連会社とは、当社グループが投資先に対し、財務および営業の方針に重要な影響力を有しているものの、支配

または共同支配をしていない企業であります。当社グループが当該企業の議決権の 20%以上 50%以下を保有する場

合、当社グループは当該企業に対して重要な影響力を有していると推定されます。 

関連会社に対する投資は、投資先が関連会社に該当すると判定した日から該当しないと判定した日まで、持分法

によって会計処理しております。 

関連会社の適用する会計方針が、当社グループの適用する会計方針と異なる場合には、必要に応じて当該企業の

計算書類に調整を加えております。関連会社に該当しなくなり、持分法の適用を中止した場合には、持分法の適用

を中止したことから生じた利得または損失を純損益として認識しております。 

 

（２）企業結合 

企業結合は、支配を獲得した時点で取得法を用いて会計処理しております。取得対価は、被取得企業の支配と交

換に譲渡した資産、引き受けた負債および当社が発行する資本持分の取得日の公正価値の合計として測定されま

す。のれんは、移転された対価、被取得企業の非支配持分の金額および取得企業が従来保有していた被取得企業の

資本持分の公正価値の合計が、取得した識別可能な資産および負債の正味価額を上回る場合にその超過額として測

定しております。 

非支配持分を公正価値で測定するか、または識別可能な純資産の認識金額の比例持分で測定するかについては、

企業結合ごとに選択しております。 

仲介手数料、弁護士費用、デューデリジェンス費用などの企業結合に関連して発生する取得関連コストは、発生

時に費用処理しております。 

企業結合の当初の会計処理が、企業結合が発生した連結会計年度末までに完了していない場合には、完了してい

ない項目を暫定的な金額で報告しております。取得日時点に存在していた事実と状況について、取得日当初に把握

していたとしたら認識される金額の測定に影響を与えていたと判断される期間（以下、「測定期間」という。)に入

手した場合には、その情報を反映して、取得日に認識した暫定的な金額を遡及的に修正しております。新たに得た

情報が、資産と負債の新たな認識をもたらす場合には、追加の資産と負債を認識しております。測定期間は最長で

１年間であります。なお、支配獲得後の非支配持分の追加取得については、資本取引として会計処理しているた

め、当該取引からのれんは認識しておりません。 

 

被取得企業における識別可能な資産および負債は、以下を除いて、取得日の公正価値で測定しております。 

 

・繰延税金資産、繰延税金負債 

・従業員給付契約に関連する資産および負債 

・被取得企業の株式に基づく報酬契約 

・被取得企業が借手であるリースに関連する使用権資産およびリース負債 

・IFRS第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」に従って売却目的に分類される資産または処分グ

ループ 

 

段階的に達成される企業結合の場合、当社グループが以前保有していた被取得企業の持分は支配獲得日の公正価

値で再測定し、発生した利得または損失は純損益として認識しております。 

当社グループは、IFRS第１号の免除規定を採用し、IFRS移行日（2023年４月１日）より前に発生した企業結合

に関して、IFRS第３号「企業結合」を遡及適用しておりません。従って、IFRS移行日より前の取得により生じたの

れんは、IFRS移行日現在の従前の会計基準（日本基準）による帳簿価額に基づき計上しております。 
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（３）外貨換算 

① 外貨建取引 

外貨建取引は、取引日の為替レートで当社グループの各社の機能通貨に換算しております。 

期末日における外貨建貨幣性資産および負債は、期末日の為替レートで機能通貨に換算しております。公正価値

で測定される外貨建非貨幣性資産および負債は、当該公正価値の算定日における為替レートで機能通貨に換算して

おります。 

換算または決済により生じる換算差額は、純損益として認識しております。ただし、キャッシュ・フロー・ヘッ

ジから生じる換算差額については、その他の包括利益として認識しております。 

 

② 在外営業活動体の計算書類 

在外営業活動体の資産および負債については期末日の為替レート、収益および費用については、為替レートが著

しく変動している場合を除き、平均為替レートを用いて日本円に換算しております。在外営業活動体の計算書類の

換算から生じる換算差額は、その他の包括利益として認識し、在外営業活動体が処分された期間に純損益として認

識しております。 

なお、当社グループは、IFRS第１号の免除規定を採用しており、IFRS移行日前の在外営業活動体の累積換算差額

をゼロとみなし、すべて「その他の資本の構成要素」から「利益剰余金」に振り替えております。 

 

（４）金融商品 

① 金融資産（デリバティブを除く） 

イ 当初認識および測定 

当社グループは、金融資産について、純損益を通じて公正価値により測定する金融資産、その他の包括利益を通

じて公正価値により測定する金融資産、または償却原価により測定する金融資産に分類し、この分類は当初認識時

に決定しております。また、当社グループは、当該金融商品の契約の当事者になる取引日に当初認識しておりま

す。 

すべての金融資産は、純損益を通じて公正価値により測定する区分に分類される場合を除き、公正価値にその取

得に直接起因する取引コストを加算した金額により測定しております。ただし、重大な金融要素を含んでいない営

業債権は、取引価格により測定しております。 

金融資産は、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価により測定する金融資産に分類しております。 

 

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデルに基づいて、金

融資産が保有されている。 

・金融資産の契約条件により、元本および元本残高に対する利息の支払いのみであるキャッシュ・フローが特定の

日に生じる。 

 

償却原価により測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値により測定する金融資産に分類しております。 

 

ロ 事後測定 

金融資産の当初認識後は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。 

（a）償却原価により測定する金融資産 

償却原価により測定する金融資産については、実効金利法による償却原価により測定し、利息は金融収益の

一部として純損益にて認識しております。 

（b）公正価値により測定する金融資産 

公正価値により測定する金融資産の公正価値の変動額は純損益として認識しております。 

ただし、資本性金融商品のうち、その他の包括利益を通じて公正価値で測定するものと指定したものについ

ては、公正価値の変動額はその他の包括利益として認識しております。なお、当該金融商品からの配当金につ

いては、金融収益の一部として純損益にて認識しております。  
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ハ 金融資産の減損 

償却原価により測定する金融資産については、予想信用損失に対する損失評価引当金を認識しております。 

当社グループは、期末日ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加しているかどうかを

評価しており、当初認識時点から信用リスクが著しく増加していない場合には、12ヶ月の予想信用損失を損失評価

引当金として認識しております。一方で、当初認識時点から信用リスクが著しく増加している場合には、全期間の

予想信用損失を損失評価引当金として認識しております。ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権および

リース債権については、常に全期間の予想信用損失を損失評価引当金として認識しております。 

 

ニ 金融資産の認識の中止 

当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅する、または当社グループが

金融資産の所有のリスクと経済価値のほとんどすべてを移転する場合において、金融資産の認識を中止しておりま

す。当社グループが、移転した当該金融資産に対する支配を継続している場合には、継続的関与を有している範囲

において、資産と関連する負債を認識しております。 

 

② 金融負債（デリバティブを除く） 

イ 当初認識および測定 

当社グループは、金融負債を当該金融商品の契約の当事者になる取引日に当初認識しており、償却原価により測

定しております。また、当初認識時には公正価値からその発行に直接起因する取引コストを減算して測定しており

ます。 

 

ロ 事後測定 

金融負債の当初認識後は、実効金利法に基づく償却原価により測定し、利息は金融費用の一部として純損益にて

認識しております。 

 

ハ 金融負債の認識の中止 

金融負債は、金融負債が消滅したとき、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消しまたは失効となった

時に認識を中止しております。 

 

③ 金融資産および金融負債の表示 

金融資産および金融負債は、当社グループが残高を相殺する法的権利を有し、かつ、純額で決済するかまたは資

産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状態計算書上で相殺し、純額で表示してお

ります。 
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④ デリバティブおよびヘッジ会計 

当社グループは、為替リスクをヘッジするために、為替予約や通貨オプションのデリバティブを利用しておりま

す。これらのデリバティブは、契約が締結された時点の公正価値で当初認識し、その後も公正価値で事後測定して

おります。なお、デリバティブの公正価値の変動は純損益として認識しております。 

ヘッジ会計を適用する場合、当社グループは、ヘッジ開始時にヘッジ会計を適用しようとするヘッジ関係、ヘッ

ジを実施するに当たってのリスク管理目的および戦略について、公式に指定および文書化を行っております。当該

文書は、具体的なヘッジ手段、ヘッジ対象となる項目または取引、ならびにヘッジされるリスクの性質およびヘッ

ジされたリスクに起因するヘッジ対象の公正価値、またはキャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャーを

相殺するに際しての、ヘッジ手段の公正価値の変動の有効性の評価方法などを含んでおります。具体的には、以下

の項目をすべて満たす場合に、ヘッジが有効と判断しております。 

 

・ヘッジ対象とヘッジ手段との間に経済的関係があること 

・信用リスクの影響が、当該経済的関係から生じる価値変動に著しく優越するものではないこと 

・ヘッジ関係のヘッジ比率が、実際にヘッジしているヘッジ対象の量と、ヘッジ対象の当該量を実際にヘッジする

ために使用しているヘッジ手段の量から生じる比率と同じであること 

 

当社グループは、ヘッジ関係が将来に向けて有効であるかどうかを継続的に評価しております。 

ヘッジ比率については、ヘッジ対象とヘッジ手段の経済的関係およびリスク管理戦略に照らして適切に設定して

おります。 

ヘッジ関係について有効性が認められなくなったものの、リスク管理目的に変更がない場合は、ヘッジ関係が再

び有効となるようヘッジ比率を再調整しております。また、ヘッジ関係についてリスク管理目的が変更された場合

は、ヘッジ会計の適用を中止しております。 

ヘッジ会計に関する要件を満たすヘッジは、以下のように会計処理しております。 

 

キャッシュ・フロー・ヘッジ 

ヘッジ手段に係る利得または損失のうち、有効部分はその他の包括利益として認識し、非有効部分は直ちに純損

益として認識しております。 

ヘッジ手段が為替予約の場合は、為替予約を先渡要素と直物要素に区分し、直物要素の価値の変動のみをヘッジ

手段に指定しております。先渡要素の公正価値の変動はヘッジコストとして区分して会計処理しております。 

通貨オプションをヘッジ手段とする場合は、通貨オプションを本源的価値と時間的価値に区分し、本源的価値の

変動のみをヘッジ手段に指定しております。時間的価値の公正価値の変動はヘッジコストとして区分して会計処理

しております。 

その他の包括利益に計上された金額は、ヘッジ対象である取引が純損益に影響を与える時点で純損益に振り替え

ております。 

ヘッジ手段が消滅、売却、終了または行使された場合や、ヘッジがヘッジ会計の要件を満たしていない場合に

は、ヘッジ会計を将来に向けて中止しております。予定取引または確定約定の発生がもはや見込まれない場合に

は、その他の包括利益を通じて資本として認識していた累積損益を純損益に振り替えております。ヘッジされた将

来キャッシュ・フローの発生がまだ見込まれる場合には、従来その他の包括利益を通じて資本として認識していた

金額は、当該将来キャッシュ・フローが発生するまで引き続き資本に計上しております。 

 

なお、ヘッジ会計が適用されていないデリバティブは公正価値で認識し、公正価値変動額は純損益として認識し

ております。 

 

（５）現金及び現金同等物 

現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限が到来する短期投資から構成されております。 

  



１０ 

（６）棚卸資産 

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しております。取得原価は、購入原価、加

工費および棚卸資産が現在の場所および状態に至るまでに要したすべてのコストを含んでおり、移動平均法に基づ

いて算定しております。正味実現可能価額は、通常の営業過程における見積売価から、完成までに要する見積原価

および見積販売コストを控除した額であります。 

 

（７）有形固定資産 

有形固定資産については、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した

価額で表示しております。取得原価は、資産の取得に直接関連するコスト、資産の解体・除去コストおよび原状回

復コストの当初見積額を含んでおります。 

土地および建設仮勘定以外の有形固定資産は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で減価償却を行ってお

ります。主要な有形固定資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。 

 

・建物および構築物       ２～50年 

・機械装置および運搬具   ２～15年 

 

なお、見積耐用年数、残存価額および減価償却方法は期末日ごとに見直しを行い、変更があった場合は、会計上

の見積りの変更として将来に向かって適用しております。 

 

     （８）のれんおよび無形資産 

① のれん 

当社グループは、取得日時点で測定した被取得企業に対する非支配持分の認識額を含む譲渡対価の公正価値か

ら、取得日時点における識別可能な取得資産および引受負債の純認識額（通常、公正価値）を控除した額をのれん

として当初測定しております。 

のれんの償却は行わず、資金生成単位または資金生成単位グループに配分し、年１回および減損の兆候が存在す

る場合にはその都度、減損テストを実施しております。のれんの減損損失は連結損益計算書により認識し、その後

の戻入れは行っておりません。また、のれんは連結財政状態計算書において、取得原価から減損損失累計額を控除

した価額で表示しております。 

 

② 無形資産 

無形資産については、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額および減損損失累計額を控除した価額で表

示しております。 

個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しており、企業結合により取得した無形資産の取得原

価は、支配獲得日の公正価値で測定しております。 

耐用年数を確定できる無形資産は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で減価償却を行っております。主

要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。 

 

・ソフトウェア                       ５年 

・特許権                             ８～10年 

・識別可能無形資産（顧客関連資産）   17年 

 

なお、見積耐用年数および減価償却方法は、期末日ごとに見直しを行い、変更があった場合は、会計上の見積り

の変更として将来に向かって適用しております。 
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（９）リース 

① 借手側 

当社グループは、その契約がリースであるか否か、またはリースを含んでいるか否かを判定しております。契約

がリースである、またはリースを含んでいると判定した場合、リース開始日に使用権資産およびリース負債を認識

しております。リース負債は、未払リース料総額の現在価値で測定し、使用権資産は、リース負債の当初測定額

に、開始日以前に支払ったリース料など、借手に発生した当初直接コストおよびリースの契約条件で要求されてい

る原状回復義務などのコストを調整した取得原価で測定しております。 

使用権資産は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した価額で、連結財政状態計算書にお

いて「有形固定資産」に含めて表示しております。また、使用権資産の見積耐用年数またはリース期間のいずれか

短い方の期間にわたり、定額法で減価償却を行っております。 

リース負債は、リース負債に係る金利、支払ったリース料および該当する場合にはリース負債の見直しまたはリ

ースの条件変更を反映する金額で事後測定し、連結財政状態計算書において「有利子負債」に含めて表示しており

ます。 

 

リース料は、金融費用とリース負債の返済額に配分し、金融費用は連結損益計算書において認識しております。

また、リース期間については、リースの解約不能期間に行使することが合理的に確実な延長オプションの対象期

間、および行使しないことが合理的に確実な解約オプションの対象期間を加えたものとしております。 

ただし、リース期間が 12ヶ月以内の短期リースおよび原資産が少額のリースについては、使用権資産およびリー

ス負債を認識せず、当該リース料をリース期間にわたり、規則的に費用として認識しております。 

 

② 貸手側 

当社グループは、リースをファイナンス・リースまたはオペレーティング・リースのいずれかに分類しておりま

す。 

原資産の所有に伴うリスクと経済的価値のほとんどすべてを移転する場合には、ファイナンス・リースに分類

し、原資産の所有に伴うリスクと経済的価値のほとんどすべてを移転するものではない場合には、オペレーティン

グ・リースに分類しております。 

ファイナンス・リース取引については、原資産の認識の中止を行い、正味リース投資未回収額を債権として計上

し、オペレーティング・リース取引については、原資産の認識を継続し、受取リース料はリース期間にわたり、定

額法で収益として認識しております。 
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（10）非金融資産の減損 

棚卸資産および繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産の帳簿価額は、期末日ごとに減損の兆候の有無を

検討しております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積っております。 

のれんについては、年１回および減損の兆候が存在する場合にはその都度、回収可能価額を見積っております。 

資産または資金生成単位の回収可能価額は、使用価値または処分コスト控除後の公正価値のいずれか高い方の金

額としております。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値および当該資産

に固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現在価値に割引いております。 

減損テストにおいて個別にテストされない資産は、継続的な使用により、他の資産または資産グループのキャッ

シュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成する最小の資金生成単位に統合しております。

のれんの減損テストを行う際には、のれんが配分される資金生成単位を、のれんが関連する最小の単位を反映して

減損がテストされるように統合しております。企業結合により取得したのれんは、結合のシナジーが得られると期

待される資金生成単位に配分しております。 

当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを生成しておりません。全社資産に減損の兆候が

ある場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を決定しております。 

減損損失は、資産または資金生成単位の帳簿価額が見積回収可能価額を超過する場合に純損益として認識してお

ります。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額するよ

うに配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額しております。 

のれんに関連する減損損失は戻し入れておりません。のれん以外の資産については、過年度に認識した減損損失

について、期末日ごとに損失の減少または消滅を示す兆候の有無を評価しております。その結果、そのような兆候

が存在する場合には、当該資産または資金生成単位の回収可能価額の見積りを行い、その回収可能価額が資産また

は資金生成単位の帳簿価額を超える場合、算定した回収可能価額または過年度に減損損失が認識されていなかった

場合の減価償却費または償却費控除後の帳簿価額のいずれか低い方の金額を上限として、減損損失を戻し入れてお

ります。 

 

（11）従業員給付 

① 退職後給付制度 

イ 確定拠出型年金制度 

当社および一部の連結子会社では、確定拠出型年金制度を採用しております。確定拠出型年金制度は、雇用主が

一定額の掛金を他の独立した企業に拠出し、その拠出額以上の支払について法的または推定的義務を負わない退職

後給付制度であります。確定拠出型年金制度の拠出義務は、従業員が関連した勤務を提供した期間に、従業員給付

費用として純損益で認識しております。 

 

ロ 確定給付型年金制度 

確定給付型年金制度の義務の現在価値および勤務費用は、予測単位積増方式を用いて制度ごとに算定しておりま

す。 

割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応した期末日時点

の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。 

確定給付型年金制度に係る負債または資産は、確定給付型年金制度の義務の現在価値から制度資産の公正価値を

控除して算定しており、確定給付型年金制度から生じる再測定額は、数理計算上の差異、制度資産に係る収益（利

息を除く）および資産上限額の影響の変動から構成され、発生した期においてその他の包括利益として一括で認識

し、直ちに「その他の資本の構成要素」から「利益剰余金」に振り替えております。また、過去勤務費用は、発生

した期の純損益として認識しております。 

 

② その他の従業員給付制度 

短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連する勤務が提供された時点で費用として計上しておりま

す。賞与については、当社グループが、従業員から過去に提供された労働の結果として支払うべき法的または推定

的義務を負っており、かつ、信頼性のある見積りが可能な場合に、その制度に基づいて支払われると見積られる金

額を負債として認識しております。 

退職後給付制度以外の長期従業員給付に対する義務として、従業員が過年度および当年度において提供した勤務

の対価として獲得した将来給付の見積額を現在価値に割引いた金額で計上しております。 
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また、有給休暇については、将来の有給休暇の権利を増加させる勤務を従業員が提供した時点で負債として認識

しております。 

 

（12）株式に基づく報酬 

株式給付信託（J-ESOPおよび BBT-RS） 

当社グループは、従業員に対する株式給付信託（J-ESOP）ならびに取締役（社外取締役および監査等委員である

取締役を除く。以下「業務執行取締役」という。）および執行役員に対する株式給付信託（BBT-RS）を設定してお

り、それぞれの信託が保有する当社株式は取得原価により資本から控除しております。当株式報酬制度は持分決済

型の株式報酬に該当し、受領した役務および対応する資本の増加を付与日における資本性金融商品の公正価値で測

定し、権利確定期間にわたって費用として計上した上で、同額を資本剰余金の増加として認識しております。付与

された当社株式の公正価値は、株式の市場価格を当該株式が付与された契約条件を考慮に入れて修正し算定してお

ります。なお、条件については定期的に見直し、必要に応じて権利確定数の見積りを修正しております。 

また、当社グループが当該信託に対する支配の要件を満たすため、連結の範囲に含め、信託が保有する預金を

「現金及び現金同等物」として計上しております。 

 

（13）引当金 

引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが現在の法的または推定的義務を有しており、当該義務を決

済するために経済的便益を有する資源が流出する可能性が高く、当該義務の金額について信頼性のある見積りが可

能な場合に認識しております。 

貨幣の時間的価値が重要な場合には、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値および当該負債に特有の

リスクを反映した税引前の利率を用いて現在価値に割引いております。時の経過に伴う割引額の割戻しは金融費用

として認識しております。 

 

（14）収益 

当社グループでは、IFRS第９号「金融商品」に基づく利息収益などを除く顧客との契約について、以下のステッ

プを適用することにより、顧客との契約内容に基づいて顧客が当社グループの販売する製品などに対する支配を獲

得し、履行義務が充足されたと判断した時点で収益を認識しております。 

 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。 

ステップ５：履行義務の充足時に（または充足するにつれて）収益を認識する。 

 

     （15）金融収益および金融費用 

金融収益は、受取利息、受取配当金、為替差益および純損益を通じて公正価値により測定する金融資産の公正価

値の変動などから構成されております。受取利息は、実効金利法により発生時に認識しております。 

金融費用は、支払利息、為替差損、純損益を通じて公正価値により測定する金融資産の公正価値の変動などから

構成されています。支払利息は、実効金利法により発生時に認識しております。 
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（16）政府補助金 

政府補助金は、補助金交付のための付帯条件を満たし、かつ、補助金を受領するという合理的な保証が得られた

時に公正価値で認識しております。また、資産に関する政府補助金は、当該補助金の金額を資産の取得原価から控

除しており、費用に関する政府補助金は、当該補助金で補償することが意図されている関連費用を認識する期間に

わたり、規則的に収益として認識しております。 

 

（17）法人所得税 

法人所得税費用は、当期税金費用と繰延税金費用から構成されております。これらは、資本またはその他の包括

利益にて直接認識される項目から生じる場合や、企業結合から生じる場合を除き、純損益により認識しておりま

す。 

当期税金費用は、期末日までに制定または実質的に制定されている税率および税法に基づいて、税務当局に対す

る納付または税務当局からの還付が予想される金額により測定しております。 

繰延税金費用は、期末日における資産および負債の税務基準額と会計上の帳簿価額との差額である一時差異に対

して認識しております。また、繰延税金資産は、将来減算一時差異について、それらを利用できる課税所得が生じ

る可能性が高い範囲で認識し、繰延税金負債は、原則としてすべての将来加算一時差異について認識しておりま

す。 

なお、以下の一時差異に対しては、繰延税金資産および負債を計上しておりません。 

 

・のれんの当初認識から生じる将来加算一時差異 

・企業結合取引を除き、取引時に会計上の利益にも税務上の課税所得（欠損金）にも影響を与えず、かつ、取引時

に、同額の将来加算一時差異と将来減算一時差異とを生じさせない取引によって発生する資産および負債の当初認

識により生じる一時差異 

・連結子会社、関連会社に対する投資に係る将来減算一時差異に関しては、予測可能な将来に当該一時差異が解消

する可能性が高くない場合、または当該一時差異の使用対象となる課税所得が稼得される可能性が高くない場合 

・連結子会社、関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異に関しては、一時差異の解消する時期をコントロー

ルすることができ、予測可能な期間内に当該一時差異が解消しない可能性が高い場合 

 

繰延税金資産の帳簿価額は期末日ごとに見直しており、繰延税金資産の全額または一部が使用できるだけの十分

な課税所得が稼得されない可能性が高い部分については、帳簿価額を減額しております。また、未認識の繰延税金

資産についても期末日ごとに見直しており、将来の課税所得により繰延税金資産が回収される可能性が高くなった

範囲内で認識しております。 

繰延税金資産および負債は、期末日までに制定または実質的に制定されている税法に基づいて、繰延税金資産が

回収される期または繰延税金負債が決済される期に適用されると予測される税率に基づいて算定しております。 

繰延税金資産および負債は、当期税金資産と当期税金負債を相殺する法律上強制力のある権利を有しており、か

つ、同一の税務当局によって、同一の納税主体に課されている場合に相殺しております。 

 

（18）１株当たり利益 

基本的１株当たり当期利益は、親会社の所有者に帰属する当期利益を、その期間の自己株式を調整した発行済普

通株式の加重平均株式数で除して算定しております。また、希薄化後１株当たり当期利益は、希薄化効果を有する

すべての潜在株式の影響を調整して計算しております。 

 

（19）売却目的で保有する資産 

継続的な使用ではなく、主に売却取引により回収される非流動資産または処分グループのうち、１年以内で売却

する可能性が非常に高く、かつ、現在の状態で即時に売却可能で、当社グループの経営者が売却を確約している場

合には、売却目的保有に分類しております。 

売却目的保有に分類された非流動資産または処分グループは、帳簿価額と売却コスト控除後の公正価値のいずれ

か低い方の金額で測定しており、売却目的保有に分類された後は減価償却または償却を行っておりません。 
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（20）資本 

① 普通株式 

当社が発行した普通株式は、発行価額を資本金および資本剰余金に計上しております。 

 

② 自己株式 

自己株式は取得原価で評価され、資本から控除しております。当社の自己株式の購入、売却または消却において

利得または損失は認識しておりません。なお、帳簿価額と売却時の対価との差額は資本として認識しております。 

 

（会計方針の変更に関する注記） 

当社グループは、当連結会計年度より強制適用となった基準書および解釈指針を適用しております。これによる当社グル

ープの連結計算書類に与える重要な影響はありません。 

 

（会計上の見積りに関する注記）  

（のれんの評価） 

 当社グループは、当連結会計年度の連結財政状態計算書に過去の組織再編および企業結合に伴い認識されたのれんを

21,288百万円計上しております。当該のれんはその取得日に、組織再編および企業結合から利益がもたらされる資金生成単

位または資金生成単位グループに配分しております。 

 また、当該のれんについて、減損の兆候の有無にかかわらず、毎年減損テストを実施しており、減損テストの回収可能価

額は、使用価値に基づき算定しております。 

使用価値は、見積り将来キャッシュ・フローの割引現在価値を用いて算定し、将来キャッシュ・フローは、マネジメント

が承認した事業計画を基礎として、不確実性を加味して算定しております。事業計画については、業界の将来の趨勢に関す

るマネジメントの評価と過去のデータを反映したものであり、外部情報および内部情報に基づき作成しております。割引率

については、資金生成単位または資金生成単位グループごとの税引前の加重平均資本コストを基礎に算定しております。 

 なお、当社グループは、当連結会計年度において、それぞれの事業について使用価値が帳簿価額を上回ったため、減損損

失を計上しておりません。 

 ただし、減損テストにおける使用価値の算定において、事業計画に基づく見積り将来キャッシュ・フローや割引率の仮定

が使用されており、これらは経営者による主観的な判断を伴うことから、これらの仮定が変動した場合には、減損損失が生

じる可能性があります。 

 

（連結財政状態計算書に関する注記）  

１． 有形固定資産の減価償却累計額および減損損失累計額 61,831百万円 

 

２． 資産から直接控除した損失評価引当金 

営業債権及びその他債権 8百万円 

その他の金融資産（非流動） 2百万円 

 

３．コミットメントライン契約等 

当社グループは、運転資金などの効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約およびコミットメントライン契約

を締結しております。当連結会計年度末における当座貸越契約およびコミットメントライン契約に係る借入未実行残高は

次のとおりであります。 

    当座貸越限度額及びコミットメントラインの総額 21,000百万円 

    借入実行残高                                     4,000百万円 

     差引額（借入未実行残高） 17,000百万円 



１６ 

４．顧客との契約から生じた債権の金額 

顧客との契約から生じた債権の金額はそれぞれ以下の通りであります。 

（単位：百万円） 

種類 金額  

売掛金 20,423 

電子記録債権 368 

 

（連結持分変動計算書に関する注記） 

１. 授権株式数および発行済株式総数 

授権株式数および発行済株式数の増減は以下のとおりであります。 

（単位：千株） 

  当連結会計年度 

(自 2025年４月１日 

 至 2026年３月 31日) 

授権株式数  

  普通株式 300,000 

発行済株式総数  

  期首残高 176,418 

  期中増減 △1,677 

期末残高 174,741 

（注１） 当社の発行する株式は、すべて権利内容に何ら限定のない無額面の普通株式であり、発行済株式は全額払込済

みとなっております。 

（注２） 当連結会計年度の発行済株式総数の増減は、自己株式消却による減少 1,677千株であります。 

 

２．自己株式 

自己株式数および残高の増減は以下のとおりであります。 

（単位：千株） 

  当連結会計年度 

(自 2025年４月１日 

 至 2026年３月 31日) 

期首残高 8,375 

期中増減 △1,143 

期末残高 7,231 

（注１） 自己株式の株式数には、「株式給付信託（J-ESOPおよび BBT-RS）」制度の信託財産として、株式会社日本カス

トディ銀行（信託 E口）が保有する当社株式が、当連結会計年度において 6,376千株含まれております。 

（注２） 当連結会計年度における自己株式数の増減は、自己株式の取得による増加 1,677千株、自己株式の消却によ

る減少 1,677千株、「株式給付信託（J-ESOPおよび BBT-RS）」から株式給付対象者に対する給付による減少

1,625千株、「株式給付信託（BBT-RS）」による当社株式取得による増加 500千株および譲渡制限付株式報酬と

しての自己株式の処分による減少 18千株から生じたものであります。 

  



１７ 

３．配当金 

（１）配当金支払額 

決議日 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2025年６月 24日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 5,617 32.00 2025年３月 31日 2025年６月 25日 

2025年 11月 12日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 5,091 29.00 2025年９月 30日 2025年 12月 18日 

（注１） 2025年６月 24日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOPおよび BBT-RS）」制

度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託 E口）が所有する当社株式に対する配当金 240百

万円が含まれております。 

（注２） 2025年 11月 12日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOPおよび BBT-RS）」制度の

信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託 E口）が所有する当社株式に対する配当金 185百万円

が含まれております。 

 

（２）配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。 

決議日 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2026年６月 23日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 5,042 29.00 2026年３月 31日 2026年６月 24日 

（注）  配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOPおよび BBT-RS）」制度の信託財産として、株式会社日本カスト

ディ銀行（信託 E口）が所有する当社株式に対する配当金 184百万円が含まれております。 

 
（金融商品に関する注記）  

１. 資本管理 

当社グループは、資本運用について資金の保全を前提とした上で、安全性および流動性を考慮し、資本効率をもっと

も高められる運用手段を適宜選択しております。資金調達については、銀行借入などによっております。デリバティブは

後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

当社グループは、有利子負債から現金及び現金同等物を控除した純有利子負債および資本を管理対象としておりま

す。 

 

２. 財務上のリスク管理 

当社グループは、経営活動を行う過程において、財務上のリスク（信用リスク・流動性リスク・為替リスク・金利リ

スク）に晒されております。そのため、社内管理規程などに基づき、定期的に財務上のリスクのモニタリングを行い、リ

スクを回避または低減するための対応を必要に応じて実施しております。 
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３. 信用リスク管理 

信用リスクは、保有する金融資産の相手先が契約上の債務に関して債務不履行になり、当社グループに財務上の損失

を発生させるリスクであります。 

当社グループは、与信管理規程などに基づいて、営業債権について、営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況の悪化などによる回収懸念の早期把握や軽減

を図っております。また、デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、信用

度の高い金融機関とのみ取引を行っております。 

当社グループでは、返済期日を30日超経過した債権について、信用リスクが著しく増加したものと判断しておりま

す。また、返済期日を大幅に経過している場合など、債務不履行が生じている場合には、当該債権を信用減損金融資産と

判定しております。さらに、債権の全部または一部が回収不能とされ、償却することが適切であると判断した場合、当該

債権の帳簿価額を直接償却しております。 

当社グループの債権は、広範囲の産業や地域に広がる多数の取引先に対するものであり、特定の相手先またはその相

手先が所属するグループについて、過度に集中した信用リスクを負っておりません。 

連結計算書類に表示されている金融資産の帳簿価額は、担保の評価額を考慮に入れない、当社グループの金融資産の

信用リスクに対するエクスポージャーの最大値であります。 

 

４. 流動性リスク管理 

流動性リスクは、当社グループが期限の到来した金融負債の返済義務を履行するにあたり、支払期日にその支払いを

実行できなくなるリスクであります。当社グループは、財務部門が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手元

流動性を一定水準に保つことなどにより、流動性リスクを管理しております。 

 

５. 為替リスク管理 

当社グループは、国際的に事業を展開していることから、外貨建てで取引される製品・サービスなどのコストおよび

価格、ならびに外貨建ての債権債務は為替相場の変動リスクに晒されており、当社グループの事業、業績および財政状態

はその影響を受ける可能性があります。当社グループの為替リスクは、主に米ドルの為替相場の変動によるものでありま

す。 

当社グループは、為替予約や通貨オプション契約などのデリバティブを利用することで為替変動リスクをヘッジして

おり、ヘッジ対象となる外貨建ての予定取引に関して、ヘッジ会計の適格要件を満たす場合にキャッシュ・フロー・ヘッ

ジを適用しております。 

 

６. 金利リスク管理 

当社グループの借入金は一部は固定金利により調達されており、金利リスクは当社グループにとって重要なものでは

ないと判断しております。 
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７. 金融商品の公正価値 

金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じた公正価値測定額を、レベル１からレベ

ル３まで分類しております。 

 

レベル１：活発な市場における同一の資産または負債の市場価格 

レベル２：レベル１以外の、観察可能なインプットを直接または間接的に使用して算出された公正価値 

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値 
 

（１）公正価値の測定方法 

金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりです。 

 

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務、短期借入金） 

短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

（その他の金融資産、その他の金融負債） 

投資事業有限責任組合への出資金は、組合財産の公正価値を見積った上、当該公正価値に対する持分相当額を

投資事業有限責任組合への出資金の公正価値として測定し、レベル３に分類しております。組合財産の公正価値

は、外部の専門家または内部の適切な評価担当者が、投資先について入手可能な直近の財務数値を用いて評価し

ております。 

資本性金融商品には非上場株式への投資が含まれております。当該投資先の将来の収益性の見通し、純資産価

額や当該投資先が保有する主要な資産などの定量的な情報を総合的に考慮した適切な評価方法により公正価値を

測定し、レベル３に分類しております。 

敷金、預り金の公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

デリバティブは、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産または金融負債として、取引先金融機関から提

示された価格などに基づいて算定し、レベル２に分類しております。 

 

（長期借入金（１年内返済予定を含む）） 

将来の元利金の合計額と当該債務の残存期間および信用リスクを加味した利率などを基に、割引現在価値法に

より算定し、レベル２に分類しております。 

 

（２）償却原価で測定する金融商品 

償却原価で測定される主な金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。なお、帳簿価額が公正価

値に近似している金融商品は、下表に含めておりません。 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 帳簿価額 公正価値 

金融負債   

長期借入金（１年内返済予定を含む） 14,749  14,758  

合計 14,749  14,758  
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（３）公正価値で測定する金融商品 

当社グループが、経常的に公正価値で測定している金融資産および金融負債は以下のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

資産：      

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

投資事業有限責任組合への投資 － － 90 90 

デリバティブ資産 － 17 － 17 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る金融資産 

    

資本性金融商品 － － 282 282 

合計 － 17 372 389 

負債：       

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

デリバティブ負債 － 299 － 299 

合計 － 299 － 299 

（注）公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は期末日時点で発生したものとして認識しております。当連結会計年度

におけるレベル間の振替はありません。 

 

（４）レベル３に区分した金融商品 

レベル３に分類された金融商品に係る公正価値の測定は、グループ会計方針に準拠して公正価値を測定し、経理

部門責任者に報告され承認を受けております。なお、レベル３に区分した金融商品について、観察可能でないイン

プットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更した場合に、重要な公正価値の増減は見込まれていません。 

 

（５）レベル３に分類された金融商品の調整表 

レベル３に分類された金融資産の期首から期末までの変動は、以下のとおりであります。 

(単位：百万円) 

  当連結会計年度 

(自 2025年４月１日 

 至 2026年３月 31日) 

期首残高 526 

利得および損失合計 △194 

純損益 （注１）（注３） △167 

その他の包括利益 （注２） △27 

購入 41 

期末残高 372 

 

（注１） 純損益に含まれている損失は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に関するものであり、連結損益

計算書の「その他の費用」に含まれております。 

（注２） その他の包括利益に含まれている利得は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に関する

ものであります。 

（注３） 上記、純損益のうち、期末で保有する資産に関連する未実現損益の変動に起因する額は△167百万円であり

ます。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１. 基本的１株当たり親会社所有者帰属持分   652円 87銭 

２. 基本的 1株当たり当期利益        166円 48銭 

３．希薄化後 1株当たり当期利益   160円 03銭  



２１ 

（収益認識に関する注記） 
１．収益の分解 

 当社グループの売上高は、顧客との契約から生じる収益であり、当社グループの報告セグメントを主たる地域市場別に

分解した収益の情報は以下のとおりであります。 

 

(単位：百万円) 

 報告セグメント 合計 

 光学材料部品 電子材料部品 

主たる地域市場    

 日本 27,274 30,465 57,739 

 中国 6,302 21,369 27,672 

 韓国 4,888 2,140 7,029 

 台湾 3,766 9,337 13,103 

 その他 4,930 3,356 8,286 

顧客との契約から生じる収益 47,162 66,669 113,832 

その他の源泉から認識した収益 － － － 

売上高 47,162 66,669 113,832 

当社グループは、光学材料、電子材料、接合材料などの製造・販売を主要な事業としており、商品または製品の支配が

顧客に移転した時点、すなわち、顧客との契約により指定された引き渡し場所もしくは検収された時点において契約の履

行を充足しております。 

 

２．契約残高 

顧客との契約から生じた債権および契約負債の残高は、次の通りであります。 

(単位：百万円) 

 当連結会計年度期首 

（2025年４月１日） 

当連結会計年度末 

（2026年３月31日） 

顧客との契約から生じた債権 17,562 20,791 

契約負債 225 138 

連結財政状態計算書において、顧客との契約から生じた債権は、営業債権及びその他の債権に含まれており、契約負債

はその他の流動負債に含まれております。 

契約負債は、支払条件に基づき顧客から受け取った前受金に関するものであり、収益の認識に伴い取り崩しておりま

す。 

当連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債残高に含まれていた金額に重要性はありません。 

 

３．残存履行義務に配分した取引価格 

当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履

行義務に関する情報の記載を省略しております。 

 

４．顧客との契約の獲得または履行のためのコストから認識した資産 

当社グループにおいて、顧客との契約の獲得または履行のためのコストから認識した資産はありません。 

 

５．履行義務 

 当社グループにおいて、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、顧客との契

約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。 

 
（重要な後発事象に関する注記）  

該当事項はありません。 



（単位：百万円）

そ の 他 利 益
剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 16,262 16,262 7 16,270 58,460 58,460 △ 4,727 86,265

当期変動額

　剰余金の配当 △ 10,708 △ 10,708 △ 10,708

  当期純利益 27,632 27,632 27,632

  自己株式の取得 △ 5,992 △ 5,992

  自己株式の消却 △ 4,585 △ 4,585 4,585

  自己株式の処分 △ 1 △ 1 1,023 1,021

  その他 52 52 52

  株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - 50 50 12,339 12,339 △ 383 12,006

当期末残高 16,262 16,262 58 16,320 70,799 70,799 △ 5,110 98,271

当期首残高 11 11 86,277

当期変動額

　剰余金の配当 △ 10,708

  当期純利益 27,632

  自己株式の取得 △ 5,992

  自己株式の消却 -

  自己株式の処分 1,021

  その他 52

  株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 46 △ 46 △ 46

当期変動額合計 △ 46 △ 46 11,959

当期末残高 △ 34 △ 34 98,237

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

株 主 資 本

株主資本等変動計算書

（ 2025年 ４月 １日から

　　　 2026年 ３月 31日まで　）

利 益 剰 余 金

そ の他 資本
剰 余 金

評価・換
算差額等

合計

利 益
剰 余 金
合 計

資 本 剰 余 金

資 本 金 資 本
準 備 金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算差額等

純 資 産
合 計

資 本
剰 余 金
合 計

  ２２
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個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１． 資産の評価基準及び評価方法 

（１） 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 ････移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 

市場価格のないもの･･･････････移動平均法による原価法 

（２） デリバティブ ･･････････････････時価法 

（３） 棚卸資産 ･･････････････････････移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定） 

 

２． 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

  （２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

のれんについては、投資効果の発現する期間を見積り、20年で均等償却しております。 

自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

  （３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と 

する定額法を採用しております。 

 

３． 引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

（２）退職給付引当金 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しております。 

（３）株式給付引当金 

   株式給付規則に基づく従業員への当社株式の交付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

（４）役員株式給付引当金 

   役員株式給付規程に基づく取締役への当社株式の交付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

 

４． 重要な収益及び費用の計上基準 

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認

識しております。ただし、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時まで

の期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。 
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５． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

（２）重要なヘッジ会計の方法 

    ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。 

    ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

        ヘッジ手段     為替予約、通貨オプション 

        ヘッジ対象     外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引 

    ③ ヘッジ方針 

        為替変動リスクの回避を目的として実施するものであり、投機的な取引は行わない方針であります。 

    ④ ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の

変動額を基礎にして判断しております。なお、為替予約及び通貨オプションについてはヘッジに高い有効性があるとみ

なされるため、有効性の評価については省略しております。 

 

 

（重要な会計上の見積りに関する注記） 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要 

な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。 

  

のれんの評価 

(1) 計算書類に計上した金額 

    のれん  11,618百万円 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

①金額の算出方法 

当社は、過去の組織再編に伴い認識されたのれんを計上しております。のれんの償却はその効果の発現する期間を

個別に見積り、均等償却を行っております。 

当該のれんの減損判定にあたり、のれんを含む資産グループについて、当該資産グループの営業活動から生じる損

益が継続的な営業赤字となっていないか等により、減損の兆候を判定しております。 

減損の兆候がある資産グループについては、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額

が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当期減少額をもって減損損失として計上するこ

ととしております。 

なお、当社は当事業年度において当該のれんについて減損の兆候はないと判断し、減損損失は認識しており 

ません。 

   ②金額の算出に用いた主要な仮定 

 減損損失を認識するかどうかの判定において用いられる将来キャッシュ・フローや割引率等については、一定の仮

定を置いております。 

 また、将来キャッシュ・フローは経営者が承認した事業計画と成長率等を基礎に、過去の事業計画と実績との比較

も考慮して見積りを行っております。 

  ③翌事業年度の計算書類に与える影響 

 のれんの減損は、当社の業績及び事業計画の達成可能性等を基礎としてその要否を検討し、将来の経営環境の悪化

等により収益が当初の想定を下回る場合には、測定された金額が翌事業年度以降の計算書類において、減損損失とし

て特別損失に計上される可能性があります。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１. 有形固定資産の減価償却累計額                     48,967百万円 

 

２. コミットメントライン契約等 

   当社は、運転資金等の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約を締結してお

ります。当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は、次のとおりであります。 

    当座貸越限度額及び貸出コミットメントラインの総額 21,000百万円 

    借入実行残高 4,000百万円    

     差引額（借入未実行残高） 17,000百万円 

 

３. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 4,761百万円 

短期金銭債務 3,422百万円 

 

 

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売 上 高   8,195百万円 

仕 入 高  10,313百万円 

販売費及び一般管理費      4,218百万円 

そ の 他 の 営 業 取 引 高 488百万円 

 

営業取引以外の取引高 

営業取引以外の取引高 2,338百万円 

 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
当期首株式数 

（千株） 

当期増加株式数 

（千株） 

当期減少株式数 

（千株） 

当期末株式数 

（千株） 

普通株式 8,375 2,177 3,321 7,231 

（注）１．普通株式の自己株式には、「株式給付信託（J-ESOP及び BBT-RS）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀

行株式会社（信託 E口）が所有する当社株式（当事業年度期首 7,502千株、当事業年度末 6,376千株）が含まれており

ます。 

 

２．普通株式の自己株式総数の増加 2,177千株は、自己株式の取得による増加 1,677千株、「株式給付信託（J-ESOP及び 

BBT-RS）」が自己株式の買付をしたことによる増加 500千株であります。 

 

３．普通株式の自己株式総数の減少 3,321千株は、自己株式の消却による減少 1,677千株、「株式給付信託（J-ESOP及び

BBT-RS）」から株式給付対象者への給付による減少 1,625千株、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減

少 18千株であります。 
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（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

賞与引当金 714百万円 

未払費用 319百万円 

棚卸資産評価減 204百万円 

未払事業税 261百万円 

退職給付引当金 1,144百万円 

減価償却限度超過額 46百万円 

子会社株式評価損 308百万円 

株式給付引当金 460百万円 

その他 642百万円 

繰延税金資産小計 4,102百万円 

評価性引当額 △ 753百万円 

繰延税金資産合計 3,348百万円 

繰延税金負債  

識別可能無形固定資産 △ 65百万円 

前払年金費用 △ 1,414百万円 

資産除去債務 △ 44百万円 

その他          △ 10百万円 

繰延税金負債合計 △ 1,535百万円 

繰延税金資産純額 1,813百万円 

 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

 

種類 

 

 

会 社 等 の 名 称 

議決権等の

所有（被所

有） 割合 

関連当事者との関係 

 

取引の内容 

 

 

取引金額 

 

 

科 目 

 

 

期末残高 

 

 

子会社 

 

Dexerials America 

Corporation 

所有 

直接 

100% 

製品の販売 

役員の兼任、出資 

 

配当金の受取 

 

百万円 

1,488 

 

 

‐ 

 

百万円 

‐ 

 

 

子会社 

 

デクセリアルズ 

フォトニクスソリュ

ーションズ株式会社 

所有 

直接 

100% 

製品の購入 

役員の兼任、出資 

 

製品の購入 

資金の貸付 

百万円 

9,928 

2,500 

 

買 掛 金 

短期貸付金 

百万円 

2,054 

2,500 

（注） 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して交渉の上、決定しております。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額           586円 45銭 

２．１株当たり当期純利益金額        164円 24銭 

（注） 当社は 2024年 10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。 

前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を算定しており 

ます。 

株式会社日本カストディ銀行（信託 E口）が所有する当社株式については、計算書類において自己株式として会計処 

理しているため、当事業年度の期末の普通株式数（当事業年度 6,376千株）及び期中平均株式数（当事業年度 6,782 

千株）は、当該株式の数を控除して算定しております。 
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（収益認識関係に関する注記） 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表に同一の内容を記載しておりますので、注 

記を省略しております。 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 




